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本市財政は、市税収入等は増収が見込まれているものの、ふるさと納税による減収は拡大し、 物価

高騰や国の制度変更などに伴う財政措置が十分ではないなど、引き続き厳しい環境にあります。

また、近年、気候変動の影響によるリスクが高まる中で、自然災害は激甚化・頻発化し、治安をめぐる

情勢も厳しい状況にあります。

こうした中において、令和７年度予算につきましては、市制100周年の取組を一過性のものとせず、

「あたらしい川崎」の実現に向けた施策を着実に推進するとともに、防災・減災、暑熱、防犯などの

安全対策や、安心して子どもを産み育てられる環境づくりなど、生命を守り、誰もが安全・安心に

暮らすことができる取組に対して重点的に予算を配分いたしました。

今後も、 「安心のふるさとづくり」 と 「力強い産業都市づくり」による、持続可能な 「最幸のまち

かわさき」の実現をめざして取り組んでまいります。
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１ 令和７年度 予算案のポイント

• 一般会計当初予算の規模 8,927億円 （対前年度 ＋215億円・＋2.5％）

・２年連続の増で、過去最大

・制度改正による児童手当費の増などにより、扶助費は2,571億円 （対前年度＋188億円・＋7.9％）

・過去の減債基金借入金（674億円）を除いた場合 8,253億円 （対前年度 ＋188億円・＋2.3％）

• 市 税 収 入 4,048億円 （対前年度 ＋194億円・＋5.0％）

・個人市民税及び固定資産税の増により４年連続の増となり、初めて４千億円を超え、過去最大

（令和６年度に実施された定額減税の影響が減少することによる個人市民税の増を含む）

・ ふるさと納税による寄附受入額は38億円、市税の減収額は149億円

(令和６年度当初予算 寄附受入額 １７億円、減収額 142億円)

• 減債基金新規借入金 92億円

・平成２４年度決算からの借入総額は766億円
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① 防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策

② 安心して子どもを産み育てられる環境づくり

○脱炭素化の推進（太陽光発電設備等設置費補助金など）

〇臨海部の活性化（大規模土地利用転換の取組など）

○量子イノベーションパークの実現に向けた取組

〇本市の強みを活かしたインバウンド施策の強化

○連続立体交差事業の推進や地域公共交通の再構築に向けた取組

○みどりのまちづくりに向けた取組

「力強い産業都市づくり」

○川崎らしい地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

（福祉人材の確保・定着に向けた取組など）

〇アピアランスケア助成制度の創設

〇持続可能な学校運営体制の構築（教員の人材確保など）

〇スポーツ・文化芸術の振興（若者文化の発信など）

〇市制100周年のレガシーに関する取組

「安心のふるさとづくり」
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「生命（いのち）を守る安全・安心予算」 （令和７年度 重点施策）

〇災害時のトイレ対策

〇効率的・効果的な防災情報の発信（防災ラジオの導入）

〇木造住宅の耐震化支援

〇防犯カメラの設置推進

１ 令和７年度 予算案のポイント (新規・拡充の主な取組)

〇周産期支援における切れ目ない支援(妊婦健康診査の支援、産後ケア事業における安全配慮の充実）

〇こども・子育て施策におけるデジタル化の推進

（かわさき子育てアプリのリニューアル、乳幼児健診のDX化、一時保育システムの導入）

〇医療的ケア児・者及びその家族に対する支援

〇市立学校の体育館等の空調設備の整備

〇災害時要援護者の個別避難計画の作成支援

〇ＡＥＤのコンビニエンスストアへの設置推進



２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』

① 携帯トイレの備蓄 136,952千円

災害時のトイレ対策 227,994千円

② マンホールトイレ整備に向けた検討 91,042千円

能登半島地震をはじめとする過去の災害においては、安全かつ衛生的なトイレ環境の確保が大きな課題となっている

ことから、本市では、日常で使用しているトイレに近い環境を迅速に確保できるよう、被災状況や市民の避難状況等に応

じた総合的なトイレ対策に取り組みます。

施設 購入枚数 備考

避難所 532,000枚 各避難所における備蓄の拡充（2日分を確保）

市立学校 360,000枚 新規で２日分を確保

児童関係施設（公設） 59,700枚 新規で２日分を確保（児童相談所については3日分）

帰宅困難者用
一時滞在施設

6,000枚 使用期限到来に伴う更新

携帯トイレ
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マンホールトイレ（一例） イメージ図

新規

発災当初から迅速に使用できるトイレ環境を整えるため、携帯トイレについて、新たに約９５万枚を公的備蓄として

調達し、避難所や市立学校などにおいて、２日間分の備蓄を確保します。

発災時においても、日常で使用しているトイレに近い環境を迅速に確保できるマン

ホールトイレについて、市内全避難所等への整備に向けた基礎調査を実施します。

新規



市立学校の体育館等の空調設備の整備 ２９１，７００千円

昨今の気候変動による熱中症対策の必要性や、災害の発生状況等を踏まえ、体育館等への早期の空調設備の設置

に向けた取組を進めます。

令和７年度 令和８年度 令和９年度

整備着手 15棟

（断熱化済 ７棟（各区１棟））
（再生整備実施予定の８棟）

設計 1５棟
（うち５棟工事開始）

25,200千円
241,200千円

工事 １５棟
（うち８棟完成）

工事７棟
（うち７棟完成）

上記以外 15５棟 ※１

効率的効果的な整備に向けた
整備方針の策定

２５，３００千円

設置棟数
（設置率）

７棟 / 17８棟

（3.９％）

1６棟 / 17８棟 ※2

（９.０％）

2３棟 / 17８棟

（1２.９％）
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※１ 現在整備中（令和８年度完成予定）の聾学校除く。
※２ 令和８年度に完了する聾学校の体育館改修に伴う空調設備の設置を含む。

整備方針を踏まえた取組の推進

令和７年４月１日現在の空調設置率 3.９％ （７棟 / 17８棟）

(市立学校は１７６校ですが、高津高等学校及び橘高等学校は体育館が２棟あるため、体育館は１７８棟）

新規

新規

拡充

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



効率的・効果的な防災情報の発信 ４１２，９５９千円

① 防災ラジオの導入 ２３，１４２千円

衛星系回線を提供している（一財）自治体衛星通信機構の地域衛星通信ネットワーク(第2世代システム)が令和

9年度に運用を終了するため、本市の衛星系防災行政無線についても、各無線設備の改修工事を実施します。
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② 衛星系防災行政無線の第３世代化への改修等 389,817千円

インターネット環境等から情報収集を行えない方々に、シンプルで分かりやすい情報収集の

手段である地域コミュニティ放送（かわさきFM）を活用した防災ラジオを貸与・配布します。

無償貸与の対象者

（1） ６５歳以上の高齢者又は障害者手帳保有者※のみで構成されるスマートフォンを持って

いない世帯で、希望の世帯に無償で貸与します。

（購入・貸与 1,000台） ※身体障害程度 １～４級(肢体不自由４級を除く)、知的障害程度 最重度～中度、精神障害程度 １～２級

（2） 自主防災組織等の住民組織や教育施設、社会福祉施設などで、希望の組織に無償で

貸与します。

（令和６年度購入分 1,300台を貸与）

有償配布の対象者

上記(1)、(2)に当てはまらない場合でも、希望の方に3,000円で配布します。

(オプションの外部アンテナを必要とする場合は3,500円)

（購入・配布 500台）

拡充

【参考】 令和６年度3月補正予算での対応
約1.1億円

令和６年１２月に国の補正予算で新たに創設さ

れた「新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域

防災緊急整備型）」を活用し、避難所のさらなる生

活環境改善に取り組みます。

概要 事業費

避難所用ライト 175台 1.0億円

段ボールベッド 2,000台 0.1億円

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



・ ケアマネジャーによる計画作成 （約３，５００人分）

ケアマネジャーが直接対象者を訪問し、計画作成の支援を行います。

・ ケアマネジャーへの伴走支援 （約1５0件）

ケアマネジャーが所属する事業所に対し、作成ノウハウや防災知識等の提供を

行い、計画を初めて作成する際の負担の軽減と作成時間の短縮を図ります。

⇒居宅介護支援事業所に対して実施予定

※高齢者分の伴走支援については障害者分と一体で実施

災害時要援護者の個別避難計画の作成支援 86,569千円

① 高齢者の災害時個別避難計画の作成 39,544千円
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どこに

どうやって

誰が

どんな
タイミングで

災害時の避難行動に支援が必要な高齢者や障害者等の災害時要援護者が、避難や安否確認を円滑に行えるよう、

「災害時個別避難計画」の作成に対するケアマネジャーや相談支援事業所による支援を推進します。

② 障害者の災害時個別避難計画の作成 47,025千円

拡充

・ 自ら計画を作成される方に対して、引き続き、作成支援員を派遣して、さらなる作成支援を進めます。

・ 事業所作成の伴走支援として、電話相談による作成の支援、事業所向け研修を引き続き行います。

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



拡 充
（+ ３０万円）

（＋15件）

木造住宅の耐震化支援 １０５，７４３千円

① 木造住宅耐震改修等への助成（※1） ７２，６００千円

・ 派遣件数 令和６年度： ２５０件分 → 令和７年度： ３００件分

② 木造住宅耐震診断士の派遣（※2） ３３，１４３千円

（※1）耐震診断、耐震設計、耐震改修工事に要する費用の一部を助成

（※2）簡易的な耐震診断を行う建築士を市が無料で派遣
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図２：耐震改修工事のイメージ

図１：令和６年能登半島地震で倒壊した建物

拡充

拡充

令和６年度

一般世帯の
限度額

１００万円

非課税世帯の
限度額

１５０万円

助成件数 50 件

令和7年度

１3０万円

１8０万円

65 件

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



本市では、庁舎や学校など利用者が多い施設や、スポーツ関連施設、福祉施設など心停止のリスクが高い場所を中心

に、６88台のAEDを設置していますが、それらの多くは、施設利用者への使用を想定していることから、閉庁時の夜間

や休日に使うことができません。

こうした状況を踏まえ、市民に身近なコンビニエンスストアと協定を締結し、AEDを新たに設置することで、２４時間

使用可能なＡＥＤの台数を増やし、夜間や休日問わず緊急時の救命活動ができる地域づくりを促進します。

【設置対象】

協定を締結した市内の２４時間営業のコンビニエンスストア（市内約２４０店舗を予定）

【事業概要】

• 設置店舗は傷病者が発生した際、２４時間ＡＥＤの貸出しを実施

• 設置店舗には入口付近にＡＥＤ設置ステッカーを掲示

• ガイドマップかわさき等への掲載により設置店舗を周知

ＡＥＤのコンビニエンスストアへの設置推進 8,887千円
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新規

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



町内会・自治会等における防犯対策強化のため、防犯カメラ設置補助金を拡充します。

・ 補助上限額の増額
(２００千円 → 270千円)

・ 交付台数の拡充
（59台 → 160台）
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防犯カメラの設置推進 107,569千円

安全・安心なまちの実現のため、補助上限額及び補助金交付台数を拡充します。

① 町内会・自治会等への防犯カメラ設置補助金 ４３，２００千円

安全・安心なまちの実現

市内で発生
する犯罪を
未然に防ぐ
地域づくり

闇バイトや詐欺等、身近な犯罪の
発生による体感治安の低下

¥270,000 

¥200,000 

¥70,000 

¥140,000 

拡充後

現行

平均補助対象額３４万円 市補助金額 設置団体負担額

② 商店街への防犯カメラ等施設整備補助金 64,369千円

商店街における防犯対策強化のため、防犯カメラ設置補助金を拡充します。

・ 補助率の引き上げ
(50％以内 → 75％以内)

・ 交付団体数の拡充
（１団体 → ２０団体）

最低
事業費

補助率
対象団体別補助限度額

法人団体 任意団体

現行 10万円 50％以内 800万円 300万円

拡充後 10万円 75％以内 800万円 300万円

拡充

拡充

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



平瀬川・多摩川合流部における治水対策 ４４３,１９０千円

過去に越水による大きな被害が発生し、暫定対策となっていた平瀬川・多摩川合流部の堤防について、嵩上げ工事

を実施し、多摩川の堤防高と同等の高さを確保することにより多摩川からの背水による浸水被害を防止します。
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「国土地理院撮影の空中写真（2017年撮影）」をもとに川崎市作成

令和６年度～ 令和14年度

工事着手 完成予定

総工事費 約10０億円

１期区間

２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』



・ 重要な施設等への供給ルートの耐震化
（※重要な施設等：避難所等や重要な医療機関に加え、警察署・消防署、災害時応援部隊の活動拠点や二次避難所となる

特別養護老人ホーム等）

・ 施設の耐震化
（※千代ヶ丘配水塔及び長沢浄水場排水処理施設において、施設の更新・耐震化を推進）

安定給水の確保・下水道における地震対策・浸水対策 17,942,399千円

① 安定給水の確保と安全性の向上 14,517,903千円

大規模災害時でも水道がしっかりと機能するよう、水道管路及び施設の耐震化や老朽化した水道管路の更新を

効率的に行います。

重要な施設等への供給ルート 水道施設の耐震化状況（令和4年度末）
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２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』

水道管路の耐震化工事

指標 川崎市 全国平均

基幹道路
の耐震適合率

87.8% 42.3%

浄水施設
の耐震化率

100.0% 43.4%

配水池
の耐震化率

99.1% 63.5%

※ 厚生労働省が令和６年３月２２日にプレス
リリースした「水道事業における耐震化の状況
（令和４年度）」より



大規模災害時でも下水道がしっかりと機能するよう、施設及び管きょの耐震化を効率的に進めます。

② 下水道施設・管きょ等の耐震化の推進 2,365,972千円

③ 浸水シミュレーション等に基づく浸水リスクの高い重点化地区や局地的な浸水箇所

における浸水対策等の推進 1,058,524千円

大雨による水害を防止する雨水管やポンプゲート設備の整備など浸水対策を進めます。
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２ 令和７年度 重点施策 ① 『防災・減災、暑熱、防犯などの安全対策』

管きょの耐震化（左：耐震化前、右：耐震化後）

下水道施設の耐震化状況（令和5年度末）

指標 川崎市
（参考）

全国平均※

水処理センター(揚水機能)の耐震化率 100% 40%

ポンプ場(汚水揚水機能)の耐震化率 63.6% 40%

重要な管きょの耐震化率 88.4% 57%

※ 国土交通白書2024に示される指標の実績値



〔令和7年6月末まで〕 〔令和7年7月から〕

周産期支援における切れ目ない支援 1,820,921千円

① 妊婦健康診査の支援 1,652,099千円

２ 令和７年度 重点施策 ② 『安心して子どもを産み育てられる環境づくり』

拡充

令和７年７月から妊婦1人当たりの公費負担を現行の８万９千円から１３万５千円へ拡充し、妊娠期の経済的負担を軽

減します。また、補助券方式から受診券方式へ変更し、健診情報等を相談支援や保健指導に活用することにより、 妊婦

の健康づくりや生活習慣の改善などの支援の充実につなげます。

89,000円
135,000円公費負担 妊娠期の経済的負担を軽減します。

② 産後ケア事業における安全配慮の充実 168,822千円

方式 補助券
【金額のみ】

受診券
【金額及び検査項目】

受診券に検査項目を記載し、健診実施機
関と連携することで、受診券を通じて健
診内容などを把握することができます。

拡充

加算の内容 単価

夜間２名以上の看護職の配置 8,150円/日

特に支援を必要とする利用者の受け入れ 7,000円/日

産後ケア事業の実施施設に対して、新たな加算を設け、安全対策の充実と特に支援を必要とする利用者の

受け入れを促進します。
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※ 令和７年６月以前（制度拡充以前）に交付された現行の補助券を使用して令和７年４月以降に受診した妊婦健康診査費用の自己負担分については、46,000円を上限に助成します（要申請）。



こども・子育て施策におけるデジタル化の推進 ４４２．４７７千円

① かわさき子育てアプリのリニューアル 30,220千円

〈リニューアル予定の内容〉

新
かわさき
子育て
アプリ

Ⅰ 子育てアプリの子育て情報
ポータルサイト化

・子育てに関する制度・情報をアプリに掲載し、必要な手続きに誘導・連携

Ⅱ 予約・申込機能
・区役所や子育て支援機関等が実施する子育てイベント・講座をアプリで

かんたん申し込み

Ⅲ 申請・届出機能
・妊娠出産期に必ず行う手続きをアプリでいつでも申請

○妊娠届 ○出生連絡票 ○出産応援ギフト ○子育て応援ギフト

Ⅳ 乳幼児健診手続き機能
（乳幼児健診のDX化関連）

・乳幼児健診（1歳半及び３歳）について、予約の変更、問診票提出や健診結果
の確認等をアプリでかんたん手続き

Ⅴ 電子母子健康手帳への対応 ・国のガイドラインに基づく「電子母子健康手帳」機能を搭載

２ 令和７年度 重点施策 ② 『安心して子どもを産み育てられる環境づくり』

拡充

ユーザー目線で子育てアプリの機能や掲載情報の充実を図り、子どもを産み育てるすべての家庭で

日常的に利用していただけるような、便利で魅力的なアプリへのリニューアルを行います。

（令和８年１月リリース予定）
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② 乳幼児健診のDX化 181,328千円

２ 令和７年度 重点施策 ② 『安心して子どもを産み育てられる環境づくり』

拡充

乳幼児健診システムを新たに導入することで、乳幼児の集団健診の予約変更、問診票提出、健診結果確認等

をアプリで行えるようにして、保護者の利便性を向上させるとともに、本市の業務効率化を図ります。

18



③ 一時保育システムの導入 ２３０，９２９千円

２ 令和７年度 重点施策 ② 『安心して子どもを産み育てられる環境づくり』

拡充

一時保育システムを新たに導入することで、空き状況確認や予約をスマホから行えるようにし、保護者の利便

性を向上させるとともに、DXにより施設の事務作業を効率化し、保育業務に従事する時間を確保します。

19

＜かわさき子育てアプリ＞ https://www.city.kawasaki.jp/450/page/0000111813.html

川崎市で子どもを産み育てるすべての方々へ

積極的なダウンロードを是非お願いします

https://www.city.kawasaki.jp/450/page/0000111813.html


医療的ケア児・者及びその家族に対する支援 188,897千円

③ 短期入所事業所と訪問看護ステーションとの連携の促進 32,696千円

① 病院の受入体制の強化 ３４，８４８千円

② 短期入所稼働床数の確保 121,353千円

受入体制を拡充する事業者を支援する補助金の創設
（※医療的ケア児が宿泊可能な市内唯一の短期入所事業所「ソレイユ川崎」における、年間受入数の拡充を支援）

医療的ケア児・者の受入れ促進のため、訪問看護ステーションが短期入所事業所をサポートする仕組みを試行
（※介護職では実施不可能な医療的ケアを訪問看護ステーションが行う取組を試行実施）
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２ 令和７年度 重点施策 ② 『安心して子どもを産み育てられる環境づくり』

拡充

拡充

拡充

増加するレスパイトニーズを踏まえ、医療的ケア児・者を受け入れるレスパイト先を拡充し、多くの方を受

け入れられるよう、地域の体制を整えます。（ 約1,800泊/年→約2,800泊/年 ）

重度の医療的ケア児・者を受け入れた場合の看護師等の職員配置に対する加算を新設
（現行）11千円/日 → （重度の場合）5１千円/日

※レスパイトとは・・・

医療的ケア児・者及びその家族が一時的にケアから離れるためのサポート



川崎らしい地域包括ケアシステムの構築に向けた取組 ７，１４１，３２５千円

・ 川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に向けて、区役所地域みまもり支援センターを

中心とした地域マネジメント等により、市民の身近な地域におけるつながりづくりを推進します。

・ 民間企業を含めた多様な主体の顔の見える関係づくり、具体的な連携のきっかけづくりに向けて、

「川崎市地域包括ケアシステム連絡協議会」を開催し、取組を推進します。
川崎市地域包括ケアシステム連絡協議会

① 地域包括ケアシステムの推進 16,916千円

② 福祉人材の確保・定着に向けた取組 315,499千円
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3 安心のふるさとづくり

・ 介護職員への家賃補助の職種拡充

・ 介護支援専門員の資格更新に係る受講料全額補助

・ カスタマーハラスメントに係る事業所への支援

市内事業所勤務の方や事業所向けに相談窓口（①相談、②法律相談、③事業所向け研修の実施）を設置します。

資格更新に必要な法定研修受講料の負担を軽減することで、人材確保及び定着を図ります。

新規で雇用された市内在住の看護職員等に対し、家賃の一部を助成することで、経済的な負担の軽減を図ります。
※職種拡充 ⇒ 看護職員、介護支援専門員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

拡充



・ 病院の受入体制の強化
・ 短期入所稼働床数の確保
・ 短期入所事業所と訪問看護ステーションとの連携の促進

・ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実により、要支援高齢者等の自立支援・重度化防止に向けた取組
を強化します。

・ 建築資材の高騰などを踏まえ、補助単価を引き上げることで着実な施設整備を進めます。

⑤ 民間特別養護老人ホーム等の整備促進 １，３９５，７６３千円

⑥ 医療的ケアが必要な方・家族のレスパイト支援 【再掲】 188,897千円

③ 市立看護大学大学院の開学 118,210千円

⑦ 介護予防の強化等（介護保険事業特別会計） 4,983,752千円
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3 安心のふるさとづくり

④ 民生委員の活動環境改善と改選 １２２，２８８千円

・ 活動しやすい環境づくりを進めるとともに、民生委員児童委員の一斉改選を行います。
（※人材確保策や活動の負担軽減策等を講じるとともに、１人当たりの活動費も増額することで、よりよい活動環境を整えます。）

拡充

拡充

拡充

新規

・ 地域の医療・福祉現場において地域包括ケアシステムの推進役となる、より高度な専門性と高い実践力を有
する看護職等の養成に向けて、令和７年４月に市立看護大学大学院を開学し、その運営を行います。



アピアランスケア助成制度の創設 ２５,１２８千円

23

【対象者】

① がんと診断され、その治療を受けた又は受けている方

② 先天性、事故、がん以外の病気の方（健康保険適用の傷病名のみ）

【想定件数】

① 700件

② 70件

がん治療で髪が抜け、
人と会うことが
恥ずかしくなった 小学生で脱毛症に

なり、学校へ行く
ことが怖くなった

新規

3 安心のふるさとづくり

がん等の治療と仕事や学業との両立に対するサポートの重要性が高まっていることから、新たにアピアランスケア助成

制度を創設します。また、指定都市では初めて、がん以外の方も対象者とし、レンタル費用についても助成対象とします。

社会参加を支援
します！

※アピアランスケアとは・・・

「医学的・整容的・心理社会的支援を用いて、外見の変化に起

因するがん患者の苦痛を軽減するケア」

対象品目 助成額

医療用ウィッグ等 ３０，０００円または購入やレンタル費用の合計額
のうち低い金額胸部補整具・エピテーゼ



・ 非常勤講師の任用週数を最大52週（通年任用）に拡充することで、年間を通じて安心して働ける雇用と
研修を受ける機会の確保を図ります。

持続可能な学校運営体制の構築に向けた教員の人材確保と負担軽減の取組 3,040,871千円

① 非常勤講師の勤務条件の改善 2,949,515千円

② 正規教員の採用に向けた取組の推進 29,083千円

③ 働き方改革・働きやすい職場環境づくりの推進 ６２，２７３千円

教員の安定的な確保と働き方改革・働きやすい職場環境づくりを両輪で進めることで、好循環を生み出し、持続可能な

学校運営体制の構築を進めます。

教員の
人材確保

教員の働き方
改革

「川崎市の教員になりたい！」
「川崎市で教員を続けたい！」
「川崎市の教員なら、仕事も
プライベートも充実できる！」

・ 小中学校における教員の働き方改革のロールモデルとなる実践校の創出に取り組み、学校の業務改善
等の加速化を図ります。

・ 学校巡回や遠隔面接を行う産業医を増員し、学校事情に即した効果的な一次予防対策を実施します。

・ 小中学校における教員採用試験の成績上位者に対する「奨学金返還支援事業」を新設します。

・ 教員採用試験の受験機会の拡大を図ります。

3 安心のふるさとづくり

拡充

拡充

拡充
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スポーツ・文化芸術の振興 643,495千円

① 若者文化の発信 191,528千円 拡充

3 安心のふるさとづくり

・ 若者文化創造発信拠点の整備

日常的にバスケットボール、ダンス、ダブルダッチなどができる川崎市若者文化創造発信拠点（カワサキ文化会館）を

京急川崎駅西口の再開発事業に伴い、国道409号道路用地に移設します。 （令和7年9月供用開始予定）

〔仮設施設の機能〕 バスケットボールコート、ダンススペース、コミュニティスペース、トイレなど

カワサキ文化会館同様、代替施設でも若者文化の
イベントを行い、若者文化を市内外に発信予定



来場時間ごとの入場者数、入場者の属性、滞留傾向を可視化し、定量的に評価を行

うことによって、ターゲット層に合わせた展示内容、会期設定などの改善につなげるた

めに、 Museum＋205（本庁舎復元棟205会議室）に新たなツールとして、AIカメラ

を導入し、効率的・効果的な運営を目指します。
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② 市民ミュージアム 「IN ACTION」 の推進 451,967千円

3 安心のふるさとづくり

市民ミュージアム広報誌 「IN ACTION」

本庁舎復元棟205会議室を
活用した展覧会

拡充

市民の認知度向上や新たなミュージアムの開館に向けた機運醸成を図るため、「IN ACTION」

（活動中）をテーマに東海道かわさき宿や大山街道ふるさと館をはじめとする公共施設やオンラ

インを活用した展覧会や教育普及活動（ワークショップ等）などの取組を実施します。

Museum ＋ 205を活用した展覧会等の実施

市民の認知度向上や歴史やアートに触れる機会の創出を図るために、Museum＋

205（本庁舎復元棟205会議室）での展覧会や連動した企画、教育普及活動（ワーク

ショップ）を実施します。

AIカメラの導入



・ 100周年で生まれた事業の着実な推進 （114,761千円）

市役所通りを歩行者空間とする「みんなの川崎祭」や、官民連携で川崎
の未来づくりを考える「Colors,Future!Summit」、各局区が事業に取
り組む中で、１００周年を契機に新たな価値の創出にチャレンジした取組
等の継続・発展を図ります。

市制100周年のレガシーに関する取組 150,212千円

① 100周年記念事業を契機として生まれた多彩な事業の推進 137,261千円

② 市民・企業・団体等とのつながりの継続・発展 12,951千円 新規

新規

3 安心のふるさとづくり

市制100周年記念事業後も「あたらしい川崎」を生み出していくため、100周年を契機に生まれた多彩な事業やま

ちを盛り上げる市民・企業・団体とのつながり等をレガシーとして、さまざまな人たちが川崎に「愛着」と「誇り」を持ち、

つながりあいながら未来にチャレンジするまちづくりを進めます。

・ 「あたらしい川崎」に向けたさらなるチャレンジ （22,500千円）

100周年で生まれた事業や川崎駅周辺のまちづくりと連携し、官民連携でまちの
賑わいの創出を図るとともに、「みんなの川崎祭」、 「Colors,Future!Summit」
等のさまざまな取組をパッケージでブランディング・情報発信をしていきます。

実行委員会の活動の記録や約400の団体・企業等が

参画する実行委員会を活用した「つながり」を生む相互

交流の取組等を推進します。
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① 太陽光発電設備等設置費補助金 800,000千円

設備項目 補助単価 予算
（千円）

①太陽光発電設備
（FIT適用しない）

７万円/kW（上限28万円）または
経費の1/2 いずれか低い額

204,250
②太陽光発電設備
（FIT適用する） ４万円/件

③蓄電池 10万円/kWh(上限70万円）または
経費の1/2 いずれか低い額

④ＺＥＨ、ＺＥＨ＋ 25万円/件、40万円/件

令和６年度 令和７年度
設備項目 補助単価 予算

(千円)

①太陽光発電設備
（FIT適用しない）

７万円/kW（上限28万円 ）または
経費の1/2 いずれか低い額

800,000

②太陽光発電設備
（FIT適用する） ４万円/件

③蓄電池（①と同時申請）
（※１・２）

10万円/kWh（上限70万円 ） または
経費の1/2 いずれか低い額

④蓄電池（②と同時申請）
（※１・２）

10万円/kWh（上限30万円 ） または
経費の1/2 いずれか低い額

⑤蓄電池（単独申請）
（※１・２）

10万円/kWh（上限30万円 ） または
経費の1/2 いずれか低い額

⑥ＺＥＨ、ＺＥＨ＋ 25万円/件、40万円/件

令和７年度から開始する新築建物への太陽光発電設備の義務化制度等を踏まえ、市域への再エネ普及・地産地消に

向けた住宅用太陽光発電設備、蓄電池等の設備導入支援を市民（個人）対象に行います。

※１ ③、④は太陽光発電設備の新設とあわせて申請する場合、⑤は既に太陽光発電設備設置済の方などが蓄電池のみ申請する場合

※２ 市域への再エネ電力の普及・地産地消を促進するために、申請要件を類型化（③～⑤）

※３ ①～⑥の設備項目ごとの予算額については、事業開始までに公表

脱炭素化の推進 8３６,９９９千円

28
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補助件数 約４００件 補助件数 約3,300件（見込み）



脱炭素社会の実現に向けては市民一人ひとりが「脱炭素ライフスタイル」に転換する必要があり、市民の行動変容に向けた

気づきの機会を増やすため、溝口エリアに脱炭素情報の「見える化」に特化したデジタルサイネージ等の設置を検討します。

溝口エリアは脱炭素のまちづくりの「モデル地区」であり、引き続きまちのブランド化に向けた戦略的広報や事業者連携の

取組などを集中展開し、脱炭素社会に向けたスパイラルアップを図ります。

② 脱炭素モデル地区の推進 36,999千円

29

・ 脱炭素情報特化型デジタルサイネージ等の設置に向けた取組

・ 脱炭素アクションみぞのくち（DAM）のブランド化に向けた戦略的広報

・ 事業者と連携した脱炭素ライフスタイルへの行動変容プロジェクトの実施

【 脱炭素アクションみぞのくちとは】
脱炭素化に資する身近な取組や先進的な取組を
集中的・試行的に実施し、効果的なものを市域に
展開することで市全体を脱炭素化する取組

Z世代のインターンによる情報発信

行動変容プロジェクトHP
企業と連携したCO2削減量の見える化

見える化

行動変容

4 力強い産業都市づくり
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〜ブランド価値向上、さら
に行動変容の好循環につな
がるよう事業を展開〜



臨海部の活性化 ８２０,７２０千円

・ 2050年のカーボンニュートラル社会の実現に向け、川崎臨海部をカーボンニュートラル化しながら産業競争力の

強化を促進する「川崎カーボンニュートラルコンビナート（CNK）構想」の実現に向けた取組を引き続き進めます。

・ 水素サプライチェーンの構築に向けて、インフラ整備・運営のスキーム等を検討します。

① 川崎カーボンニュートラルコンビナート構想の実現に向けた取組 41,910千円

（１）川崎ＣＮＫ構想の実現に向けて、水素

戦略・炭素循環戦略・エネルギー地

域最適化戦略において、企業間の

マッチング・プロジェクト組成等を引

き続き実施します。

（２）液化水素サプライチェーンの社会実装に向けて、川崎臨海部や周辺地域への将来的な拡張と波及

を見据えたインフラ整備・運営のスキーム及び誘導方策等を検討・整理します。

30
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JFEスチール（株）の高炉等休止に伴う大規模土地利用転換の取組を推進します。

・ 液化水素サプライチェーンの商用化実証事業等、令和１０年度の先導エリアの一部土地利用開始に向けて、扇島地区

への一般道路・高速道路アクセス、港湾施設などの基盤整備を進めます。

・ 先導エリア概成以降の段階的な開発を見据え、先導エリア以外の整備手法、導入機能の具体化等に向けた企業誘致

の方向性の検討など、土地利用の具体化に向けた取組を進めます。

② 扇島地区等の大規模土地利用転換の取組 694,０３8千円

先導エリア
（約70ha)

令和6年7月にJFE㈱とJSE㈱が「液化水素サプライチェーン
商用化実証」を目的とする土地賃貸借契約を締結（約21ha)

扇島地区のゾーニングイメージ
大規模土地利用転換の取組

（1）道路整備及び土地利用の検討等 505,558千円

（ア） 一般道路アクセス整備

扇島地区内等の道路設計、東扇島島内国道357号整備 など

（イ） 首都高速湾岸線出入口のアクセス整備

（ウ） 先導エリア以外の整備手法、企業誘致の方向性検討 など

（2）岸壁、臨港道路等港湾施設の基盤整備 188,480千円
(1)(ア)

（2）

4 力強い産業都市づくり
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③ 南渡田地区における新産業拠点の形成 ８４，７７２千円

拠点整備基本計画に基づき、高度かつ最先端の研究開発や新たな価値の創出を行う新産業拠点の形成を推進します。

≪Ⅰ期地区（北地区北側）≫

令和９年度のまちびらきに向けた基盤整備や、企業誘致、協議会運営など拠点価値を高める取組を推進します。

≪Ⅱ期地区以降（北地区南側・操車場地区・南地区）≫

Ⅰ期地区まちびらき後、早期に次期地区の事業化を図るため、事業推進計画策定に向けた取組を進めます。

≪Ⅰ期地区（北地区北側）≫

(基盤整備の取組) 川崎駅扇町線改良工事の設計など

（拠点価値を高める取組） 国内外の最先端企業の戦略的な企業誘致

企業間連携等を推進する協議会運営

事の設計など 基盤整備の推進≫
・川崎駅扇町線改良工事の設計など ２９，

０００千円
≪Ⅱ期地区以降（北地区南側・操車場地区・南地区）≫  

（事業推進計画策定に向けた取組）

事業ステップ、土地利用や都市基盤、交通拠点整備の方向性などの検討

研究棟A 研究棟C 研究棟B

寄宿舎棟

商業棟

コミュニティ棟

北側

南側

＜南渡田地区拠点整備基本計画の概要＞

4 力強い産業都市づくり
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量子イノベーションパークの実現に向けた取組 56,040千円

新川崎・創造のもりを中核として市内全域で産学官が連携する「量子イノベーションパーク」の実現に向けた取組を

推進します。

・ 量子イノベーションパーク誘致の推進

新川崎・創造のもりへの誘致を目的として、国内外の量子関連企業
に対して、量子イノベーションパークの実現に向けた取組と、新川崎・
創造のもりの機能更新について新たに情報を発信します。

量子技術を活用した実証事業のイメージ

災害発生時の避難ルート最適化 従業員のシフト最適化

新川崎・創造のもりの
機能更新イメージ

・ 量子技術を活用した地域課題の解決に向けた実証研究の実施

量子コンピューティング技術等を活用し、地域の社会課題、行政課

題の解決に向けた実証研究を実施します。

・ イノベーション・エコシステム形成に向けた取組

新川崎・創造のもりをはじめ、キングスカイフロント、南渡田地区等の本市の研
究開発拠点・産業拠点等が有機的に連携・融合したネットワークを構築する「川崎
版イノベーション・エコシステム」のしくみづくりなどについて検討します。

拡充

4 力強い産業都市づくり
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・ Ｗｅｂを活用した市内飲食店におけるインバウンド対応の促進

・ 川崎らしい特色あるローカルフード等の発掘と発信

・ 川崎夜市の実施

① 食を中心とした受入れ環境の充実 21,000千円

本市の強みを活かしたインバウンド施策の強化 49,393千円

令和6年度川崎夜市

4 力強い産業都市づくり
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全国的に2024年の訪日外国人旅行者数は3,600万人以上、旅行消費額は8兆円と過去最高になるなど、コロナ禍によ

る減少から回復しています。

本市においてもシティプロモーションとあわせて、観光産業やその他多様な産業へ経済効果が波及するよう、インバウン

ド施策のさらなる強化を図ります。

拡充



④ 他都市等と連携したインバウンドの誘客推進 2,050千円

③ 戦略的な外国人動態分析調査の実施 8,800千円

・ 訪日外国人の消費、行き先、発信等の情報や、国内・県内の国籍別、宿泊、消費等の各種情報の分析

・ 羽田観光情報センター

・ 神奈川県インバウンド推進協議会

・ 大田区・品川区・川崎市インバウンド誘致
協議会

羽田空港観光情報センター
におけるチラシ配架

大田区・品川区・川崎市協議
会によるタイ国際旅行博出展

神奈川県インバウンド推進協議会
における英字メディアへの掲載

・ 体験型コンテンツの開発、個人ローカルツアーの開発支援など

・ 羽田空港からのインバウンド誘客に向けた取組

・ 海外での旅行会社との商談会への参画など

② 体験型コンテンツの充実と効果的なプロモーション 1７,543千円

川崎大師ツアー販売ページ 羽田空港での工場夜景PR

4 力強い産業都市づくり
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京浜急行大師線連続立体交差事業の推進 ４５4,２32千円

１期②区間の踏切除却に向けて、令和８年度の工事着手、令和20年度の整備完了をめざし、詳細設計、環境影響評価

資料作成、都市計画変更資料作成などの都市計画等の手続きを推進します。

また、連続立体交差事業を契機とした大師線沿線まちづくりに向けた取組を推進します。

拡充

4 力強い産業都市づくり
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・バスネットワークの維持に向けて、多様なモビリティが利用でき、地域の賑わいの創出や移動の目的地ともなる新
たな拠点「モビリティ・ハブ」の形成を推進します。 （２か所）

地域公共交通の再構築に向けた取組 101,233千円

① モビリティ・ハブの形成 52,000千円

運転手不足の深刻化を背景に、本市においても路線バスの便数

は年々減少しています。また、運転手の数は、１０年後、現状からさら

に３割程度の減少が見込まれるなど、地域公共交通を取り巻く環境は、

危機的な状況にあります。

そこで、路線バスと多様なモビリティが連携した交通網の形成によ

る地域公共交通の再構築に向けた新たな取組などを推進します。

「地域公共交通の再構築に向けた取組」のイメージ

新規

4 力強い産業都市づくり
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①地域公共交通と連携したモビリティ・ハブのイメージ

新たな
モビリティ

の展開

拠点駅

コンビニエンスストア カフェ

サイネージ

パッケージの取組

シェアサイクル
徒歩でも
外出促進

コミュニティ交通

徒歩・自転車等

バス

（バス停）

にぎわい創出
生活のしやすさ向上

モビリティ・ハブ

モビリティ・
ハブの機能検証

コミュニティ
交通運行

にぎわい創出
イベント



③ 市民への啓発・意識醸成 10,106千円

② 新たなモビリティサービスの展開 39,127千円

・多様な主体と連携して、市民へ公共交通の課題や取組の啓発、意識醸成を行い、持続可能な交通環境の形成を図
ります。

・タクシー事業者に対するワゴンタイプの乗用貸切兼用車両の導入経費の支援を拡充し、コミュニティ交通の導入を
促進します。

③啓発・意識醸成イベント
「かわさきのりものフェスタ」

②コミュニティ交通
デマンド交通等への支援
「のるーとKAWASAKI」

新規

拡充
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・デマンド交通の本格運行に向けて、実証実験等における運行経費の補助上限引き上げにより、支援を拡充します。



みどりのまちづくりに向けた取組 429,143千円

① 全国都市緑化かわさきフェアを契機とした取組 377,143千円

② グリーンコミュニティ形成事業の推進 32,000千円

持続可能な公園の維持管理をめざし、公園の利活用や維持管理を楽しく学べ

る活動体験の場や、公園使いこなし講座を全区に拡大して実施します。また、公

園活動プログラム集の整備などを行います。

学校等で花を育て、地域を飾る
「協働の花づくり・花かざり」

みどりを通してまちの魅力を
みんなで高める取組

公園を知るクイズラリー ペンキ塗り体験

２０２７年国際園芸博覧会への出展

2027年、日本では37年ぶりに開催され、

世界中から多数の来場者が見込まれる国際

園芸博覧会に出展を予定しています。

【出展ブースの設計費用として20,000千円】

（会場：横浜市旭区・瀬谷区）

©Expo 2027

みんなが公園のお手入れに参加

拡充
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新規

みどりのまちづくりに向けて、フェアを契機として生まれた関係性

や取組がフェアのレガシーとして地域に定着し、継続した活動とな

るよう、みどりや花をきっかけにまちと人がみどりでつながる取組

を行います。 フェアを契機とした取組等の継続・発展 58,100千円

春フェア開催経費 319,043千円
（令和7年3月22日（土）～令和7年4月13日（日）までの23日間の開催）

拡充



5 予算の規模

令和7年度の一般会計、特別会計及び企業会計を合わせた全会計の予算規模は、

１兆6,347億2,805万円で、前年度に比べ444億円の増（＋ 2.8%）となっています。

会計名 令和７年度予算 令和６年度予算 増減率

一 般 会 計 8,927億4,988万円 8,712億3,370万円 2.5％

特別会計（１３会計） 5,064億7,620万円 4,889億9,590万円 3.6％

企業会計（ ５会計） 2,355億 196万円 2,301億3,966万円 2.3％

合 計 1兆6,347億2,805万円 １兆5,903億6,925万円 2.8％

● 端数処理の関係で、合計欄の予算額と各会計の予算額の合計が一致しない場合があります。

40

※ 一般会計について、過去の減債基金からの借入額（ 令和7年度：674億円 令和6年度：647億円 ）を除いた場合の予算額は、

令和7年度 8,253億4,988万円 令和6年度 8,065億3,370万円 で 188億円の増（＋2.3％）となります。



5 予算の規模
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予算規模の推移

一般会計 特別会計 企業会計

14,853 15,042
15,491 15,625 15,904 16,348

※ 端数処理の関係で、合計額が一致しないことがあります。

令和６年度補正予算との
一体的な予算編成

令和6年度の国の補正予算等を活用して、令和７

年度予算を一部前倒しし、令和６年度３月補正予算

と一体的に切れ目のない予算を編成しました。

予算額 概要

令和６年度
３月補正予算

233

【主な事業】
・義務教育施設の整備（教育委員会）
・臨港道路整備（港湾局）
・河川整備（建設緑政局） など

令和７年度
当初予算

8,927

合計 9,160 （対前年度当初予算比 ＋5.1％）

（億円）

（単位：億円）

一般

特別

企業



新小倉小学校新設に伴う公有財産取得の完了による減や富士見公園整備事業の進捗による減などがある

ものの、制度改正による児童手当費の増、公定価格の改定や保育受入枠の拡大による保育所運営費の増、障

害福祉サービス利用者の増加による障害者（児）介護給付等事業費の増、庁内情報環境の整備への対応等に

よる情報管理費の増などにより、

前年度に比べ21５億円の増となっています。
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一般会計予算規模の推移（億円）

5 予算の規模

一般会計 8,92７億円（＋ 2.5％）
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特 別 会 計
令和7年度 令和６年度 増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

競輪事業 39,455 7.8 31,397 6.4 8,058 25.7 

卸売市場事業 1,701 0.3 1,610 0.3 91 5.7 

国民健康保険事業 122,480 24.2 125,192 25.6 △ 2,712 △ 2.2 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 216 0.0 199 0.0 17 8.6 

後期高齢者医療事業 22,611 4.4 21,841 4.5 770 3.5 

公害健康被害補償事業 69 0.0 70 0.0 △ 1 △ 2.1 

介護保険事業 117,402 23.2 113,004 23.1 4,398 3.9 

港湾整備事業 7,405 1.5 8,254 1.7 △ 849 △ 10.3 

勤労者福祉共済事業 115 0.0 113 0.0 2 2.0 

墓地整備事業 323 0.1 435 0.1 △ 112 △ 25.9 

生田緑地ゴルフ場事業 432 0.1 457 0.1 △ 25 △ 5.4 

公共用地先行取得等事業 1,320 0.3 1,323 0.3 △ 3 △ 0.2 

公債管理 192,947 38.1 185,101 37.9 7,846 4.2 

合計 506,476 100.0 488,996 100.0 17,480 3.6 

（単位：百万円・％）

5 予算の規模

特別会計 5,065億円（＋ 3.6％）

競輪事業特別会計における売上金の増や公債管理特別会計における諸支出金の増などにより、

特別会計（13会計）合計では前年度に比べ175億円の増となっています。
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（単位：百万円・％）

企 業 会 計
令和７年度 令和６年度 増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

病院事業 55,674 23.6 50,603 22.0 5,071 10.0 

下水道事業 102,072 43.3 101,104 43.9 968 1.0 

水道事業 52,003 22.1 54,054 23.5 △ 2,051 △ 3.8 

工業用水道事業 10,748 4.6 11,596 5.0 △ 848 △ 7.3 

自動車運送事業 15,005 6.4 12,783 5.6 2,222 17.4 

合計 235,502 100.0 230,140 100.0 5,362 2.3

5 予算の規模

企業会計 2,355億円（＋ 2.3％）

病院事業会計における医業費用の増、自動車運送事業会計における企業債償還金の増などにより、

企業会計（5会計）合計では前年度に比べ54億円の増となっています。

44



６ 一般会計予算案の概要 ① 『歳入予算』

＜ 歳 入 ＞

市 税 4,048億円（＋ 5.0％）

・税額控除（定額減税分）の減少等により個人市民税が163億円の増

・家屋の新増築等により固定資産税が23億円の増

地方特例交付金 15億円（△ 87.0％）

国庫支出金 1,750億円（＋ 11.8％）

市 債 574億円（△ 10.6％）

・定額減税の減少等により前年度に比べ103億円の減

・制度改正による児童手当費負担金の増や公定価格改定や

保育受入枠の拡大に伴う子どものための教育・保育給付費

負担金の増等により前年度に比べ185億円の増

・新小倉小学校新設に伴う公有財産取得の完了による減や富

士見公園整備事業の進捗による減等により

前年度に比べ68億円の減
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1,276 1,241
1,314

1,345 1,356

※ 端数処理の関係で、合計額が一致しないことがあります。
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＜ 歳 入 ＞

区分
令和７年度 令和６年度 増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

市税 404,757 45.3 385,447 44.3 19,310 5.0

地方譲与税 2,927 0.3 3,087 0.4 △ 160 △ 5.2

交付金 50,882 5.6 50,082 5.7 800 1.6

地方特例交付金 1,539 0.2 11,792 1.3 △ 10,253 △ 87.0

地方交付税 407 0.1 401 0.1 6 1.5

国庫支出金 174,971 19.6 156,509 17.9 18,462 11.8

県支出金 45,084 5.1 42,322 4.8 2,762 6.5

財産収入 10,975 1.2 10,123 1.2 852 8.4

繰入金 80,997 9.1 85,595 9.8 △ 4,598 △ 5.4

市債 57,409 6.5 64,223 7.4 △ 6,814 △ 10.6

その他 62,802 7.0 61,653 7.1 1,149 1.9

合計 892,750 100.0 871,234 100.0 21,516 2.5

（単位：百万円・％）

６ 一般会計予算案の概要 ① 『歳入予算』
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総 務 費 629億円（＋ 8.9％）

こども未来費 1,565億円（＋ 9.8％）

健康福祉費 1,833億円（＋ 5.6％）

建設緑政費 308億円（△ 13.9％）

港 湾 費 88億円（△ 12.3％）

教 育 費 1,302億円（△ 2.4％）

本庁舎等建替事業の進捗による減などがあるものの、

庁内情報環境の整備への対応等による情報管理費の増な

どにより、前年度に比べ51億円の増となっています。

制度改正による児童手当費の増や公定価格の改定や保

育受入枠の拡大による保育所運営費の増などにより、

前年度に比べ140億円の増となっています。

障害福祉サービス利用者の増加による障害者（児）介護

給付等事業費の増や福祉人材確保対策事業費の増など

により、前年度に比べ97億円の増となっています。

船舶新造事業の進捗による減や臨港道路東扇島水江町線に

係る国直轄工事負担金の令和６年度予算への前倒しによる

減などにより、前年度に比べ12億円の減となっています。

義務教育施設の再生整備等の進捗による増があるものの、

新小倉小学校新設に伴う公有財産取得の完了による減な

どにより、前年度に比べ3２億円の減となっています。

６ 一般会計予算案の概要 ② 『歳出款別（目的別）予算』

＜ 歳 出 ＞
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ＪＲ南武線連続立体交差事業の進捗による増があるも

のの、富士見公園整備事業の進捗による減などにより、

前年度に比べ50億円の減となっています。



区分
令和７年度 令和６年度 増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

議会費 1,677 0.2 1,729 0.2 △ 52 △ 3.0

総務費 62,886 7.0 57,756 6.6 5,130 8.9

市民文化費 9,197 1.0 8,492 1.0 705 8.3

こども未来費 156,496 17.5 142,478 16.3 14,018 9.8

健康福祉費 183,327 20.5 173,593 19.9 9,734 5.6

環境費 23,152 2.6 23,275 2.7 △ 123 △ 0.5

経済労働費 24,190 2.7 24,979 2.9 △ 789 △ 3.2

建設緑政費 30,760 3.5 35,712 4.1 △ 4,952 △ 13.9

港湾費 8,848 1.0 10,091 1.2 △ 1,243 △ 12.3

まちづくり費 23,837 2.7 23,795 2.7 42 0.2

区役所費 19,580 2.2 19,329 2.2 251 1.3

消防費 19,400 2.2 18,236 2.1 1,164 6.4

教育費 130,247 14.6 133,478 15.3 △ 3,231 △ 2.4

公債費 74,880 8.4 76,458 8.8 △ 1,578 △ 2.1

諸支出金 123,573 13.8 121,133 13.9 2,440 2.0

予備費 700 0.1 700 0.1 － －

合計 892,750 100.0 871,234 100.0 21,516 2.5

（単位：百万円・％）

６ 一般会計予算案の概要 ② 『歳出款別（目的別）予算』

＜ 歳 出 ＞
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人件費 1,680億円（＋ 2.1％）

扶助費 2,571億円（＋ 7.9％）

公債費 1,418億円（＋86.７％）

定年引上げに伴う退職手当の減などがあるものの、給

与改定及び職員定数の増などにより、

前年度に比べ34億円の増となっています。

制度改正による児童手当費の増や公定価格の改定・保育

受入枠の拡大による保育所運営費の増、障害福祉サービ

ス利用者の増加による障害者（児）介護給付等事業費の

増などにより、

前年度に比べ188億円の増となっています。

減債基金借入金償還元金を、その他の経費から公債費

へ分析変更したことなどにより、

前年度に比べ658億円の増となっています。
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６ 一般会計予算案の概要 ③ 『歳出性質別予算』

＜ 義務的経費 ＞

4,347 4,439 4,551 4,570
4,788

※ 端数処理の関係で、合計額が一致しないことがあります。
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5,669

2,571

※ 減債基金借入金償還元金を公債費へ分析変更したことによる。（+674億円）
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義務教育施設の再生整備等の進捗による増や校舎建

築（増築）事業費の増などがあるものの、新小倉小学校

新設に伴う公有財産取得の完了による減や富士見公園

整備事業の進捗による減などにより、前年度に比べ

139億円減の860億円、占める割合は9.6％となって

います。

減債基金借入金償還元金を、その他の経費から公債費へ

分析変更したことなどにより、前年度に比べ527億円減の

2,398億円、占める割合は26.9％となっています。

また、その他の経費に含まれる繰出金は、前年度に比べ7

億円減の444億円、占める割合は5.0％となっています。

６ 一般会計予算案の概要 ③ 『歳出性質別予算』

＜ 投資的経費 ＞ ＜ その他の経費 ＞

区分
令和７年度 令和６年度 増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 566,941 63.5 478,829 54.9 88,112 18.4 

人件費 168,022 18.8 164,563 18.9 3,459 2.1 

扶助費 257,067 28.8 238,290 27.3 18,777 7.9 

公債費 141,852 15.9 75,976 8.7 65,876 86.7 

投資的経費 86,042 9.6 99,954 11.5 △ 13,912 △ 13.9 

補助 28,501 3.2 34,735 4.0 △ 6,234 △ 17.9 

単独 57,541 6.4 65,219 7.5 △ 7,678 △ 11.8 

その他の経費 239,767 26.9 292,451 33.6 △ 52,684 △ 18.0 

うち繰出金 44,380 5.0 45,078 5.2 △ 698 △ 1.5 

合計 892,750 100.0 871,234 100.0 21,516 2.5 

（単位：百万円・％）
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※ 減債基金借入金償還元金を公債費へ分析変更したことによる。（+674億円）



7 行財政改革の取組
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◆効率的・効果的な執行体制の整備

◆全庁的な事業見直し
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（1,243,902）

（39,068）

◆「川崎市行財政改革第３期プログラム」に位置付けた改革の取組

・全庁的な補助・助成金の見直し

・障害者施設運営費補助のあり方の検討

・市税収入率の更なる向上

・市税以外の債権における収入未済額の縮減

・財産の有効活用

・上下水道事業における資産の有効活用

など

（245,567）

（255,638）

（609,080）

（236,126）

（1,026,123）

（764,326）

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現に向け、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情

報・時間の確保等を行うことで、将来にわたり持続可能な行財政基盤を構築し、効率的・効果的かつ安定的な行財政運

営を行うことができるよう、行財政改革の取組を推進しています。

こうした改革により、市民サービスの充実や利便性の向上などを図るとともに、

令和７年度予算においては全会計で50億円の財政効果を確保しました。



8 市債残高の推移
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注 R５年度までの発行額は決算、R６年度の発行額は３月補正後の予算で算定しています。

令和７年度予算を反映した市債残高は、１兆１,６94億円となっています。

今後も減債基金への確実な積立て等により、将来負担に留意した計画的な財政運営を進めます。



9 予算と収支フレームとの比較

歳 入

歳 出

所得の増加により個人市民税が増となったこと

や、企業収益の増加により法人市民税が増となっ

たこと等により、市税等が301億円の増となり、

歳入全体では306億円の増となっています。

障害福祉サービス利用者の増加による障害者

（児）介護給付等事業費の増等により「一部の社

会保障関連経費」が27億円の増となっているほ

か、給与改定の影響による職員給与費の増や物

価高騰等により「管理的経費・政策的経費」が

277億円の増となるなど、

歳出全体では349億円の増となっています。

令和7年度
収支フレーム

Ａ

令和7年度
予算
Ｂ

増減
B－Ａ

市税等 4,285 4,586 301

普通交付税・臨時財政対策債 0 0 －

退職手当債 0 0 －

行政改革推進債 70 70 －

その他 105 110 5

歳入計 4,460 4,766 306

投資的経費 241 256 15

一部の社会保障関連経費 1,175 1,202 27

公債費 685 715 30

管理的経費・政策的経費 2,408 2,685 277

歳出計 4,509 4,858 349

収支 △ 49 △ 92 △ 43

歳入・歳出・収支額の比較（一般財源ベース） （単位：億円）

53

令和７年度予算と、令和４年３月に公表した収支フレームとの比較は、次の表のとおりです。令和７年度予算では、収支フ

レームに対して歳入全体で306億円の増、歳出全体で349億円の増となりました。その結果、収支フレームでは４９億円と

見込んでいた収支不足額は、予算では92億円となり、43億円拡大しています。

注 この表では、比較増減をより明らかにするために、過去の減債基金借入金及び返還金を除いた実質的な増減を示しています。



令和７年度予算における計上額 約5.3億円

対象 給付額

住民税非課税世帯 30,000円 / 世帯

上記世帯で18歳以下の児童がいる世帯 20,000円 / 人数

速やかな給付金の支給に向けて、現在作業を進めているところです。

令和７年２月中旬以降から順次お知らせの通知を行い、３月上旬を目途に支給を

開始する予定です。

10 予算編成でのさまざまな取組 『総合経済対策への対応』

【参考】 令和６年度１２月補正予算における計上額 約５３億円

54

令和6年11月に閣議決定された「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を踏まえ、国の「物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者への速やかな支援を実施します。

令和７年度予算への計上が間に合わない事業については、今後、補正予算に計上し、対応していきます。

事業名 取組 交付金活用額

学校給食物資購入費

小中学校等における学校給食について、物価高騰による小中学生の保護者の負
担を軽減
（令和７年４月からの給食費の改定分について、令和７年度は国の「物価高騰対応
重点支援地方創生臨時交付金」及び一般財源の活用により保護者の負担を現行
の額に据え置き）

4.6億円

防犯カメラ設置補助事業 防犯対策強化のため、防犯カメラの設置に係る町会・自治会等の費用負担を軽減 0.3億円

川崎市商店街施設整備事業補助金 防犯対策強化のため、商店街が設置する防犯カメラに係る費用負担を軽減 0.4億円



ふるさと納税の現状

寄附受入額増加に向けた取組

導入済ポータルサイト

・令和６年度は、ポータルサイトの拡充や返礼品の充実な

どに取り組んできました。

・令和７年度は、ふるさと納税による

寄附受入額は３8億円、市税の減収額は14９億円

と見込んでいます。

・魅力ある返礼品の充実

令和７年度も、魅力ある返礼品のさらなる充実を図ります。

https://www.city.kawasaki.jp/230/page/0000110074.html

・寄附金の使い道の周知、本市の取組のPR

クラウドファンディングも含め、寄附金活用事業の紹介などの周知を強化す

るとともに、本市の取組のPRを進めます。

（返礼品募集ページ）

その他の取組

・制度本来の趣旨から乖離している現状に対し、本市は国へ特例控除額に

定額の上限を設ける等の見直しを引き続き要請していきます。
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【参考】
※R６当初予算 減収額 △142億円

受入額 17億円

△ 83

△ 104

△ 123
△ 136

△149

9 6
16

29
38

-170

-140

-110

-80

-50

-20

10

40

R３ R４ R５ R６ R７
(見込)

減収額

寄附受入額
（億円）

10 予算編成でのさまざまな取組 『ふるさと納税に係る取組 ①』

(予算)

https://www.city.kawasaki.jp/230/page/0000110074.html


ふるさと納税を活用したクラウドファンディング

・市制記念多摩川花火大会

花火文化の継承と歴史

ある大会の持続的な開

催に向けて取組を進め

ます。

・全国都市緑化かわさきフェアを契機とした取組

市立小・中学校等にお

ける花苗づくりをとお

して、子どもたちが地

域と関わり、まちをか

ざる取組を進めます。

・グリーンコミュニティの形成に向けた取組

公園の利活用や維持管理に

ついて楽しく学べる活動体

験の場や公園使いこなし講

座の開催、公園活動プログ

ラム集の整備等を行います。
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多くの方から共感を得ながら進める本市事業のうち、下記の事業について、行政課題の解決のための資金を募る

クラウドファンディングを実施します。

・防災ラジオの導入

10 予算編成でのさまざまな取組 『ふるさと納税に係る取組 ②』

災害や防災に関する情報

が取得できるよう、社会福

祉施設や自主防災組織、町

内会等に対して防災ラジオ

を貸与します。



ごみの収集や焼却、資源物のリサイクル

にかかる経費などで 年間156億円

世帯数は784,602世帯（令和7年1月1日現在）

１世帯あたり負担額にすると…

年間 19,912円

介護保険サービスに要する経費

介護サービス、介護予防の実施等にかか

る経費などで 年間1,174億円

要介護・要支援認定者数は66,235人

対象者１人あたりにすると…

年間 1,772,508円

保育園の運営に要する経費

公立保育園、民間保育園の運営費などで

年間670億円

対象園児数は、34,646人（月平均）

園児１人あたり経費にすると…

年間 1,934,633円

公園の維持管理に要する経費

草刈や樹木の剪定にかかる経費などで

年間42億円

公園の管理面積は、7,710,415㎡

2,500㎡あたり経費にすると…

年間 1,368,367円
（市民生活に身近な公園は、約2,500㎡の広さが目安）

ごみ・資源物の収集処理に要する経費
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（うち保護者からの負担…年間178,560円）

（うち保険料での負担…年間379,537円）

10 予算編成でのさまざまな取組 『身近な施策の財政負担の状況』



58

10 予算編成でのさまざまな取組 『職員採用の取組』

職員採用試験の現状
職員採用試験の現状

R4 R5 R6

一般事務職 1,035(5.9) 784(4.1) 654(2.3)

社会福祉職 72(2.1) 72(2.4) 42(1.8)

※上記の他にも多くの職種で採用難の状況

職員採用の強化に向けた取組 １４，１９４千円 拡充

川崎市では、新規採用職員を募集しております。
＜こちらから＞ https://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/61-1-0-0-0-0-0-0-0-0.html
＜問合せ先＞ 人事委員会事務局 任用課 電話：044-200-３３４３ メール: 94ninyo@city.kawasaki.jp

（１）民間のPRコンサルティングの活用
→川崎市で働く魅力を伝える採用広報活動を実施

（２）職員仕事密着動画の一括作成
→効率的で統一感のある採用広報を実施

・Ｒ６まで：計５職種作成
(土木職、心理職、社会福祉職、電気職、保健師)

・R７：計14職種作成
(機械職、建築職、造園職、薬剤師、保育士、栄養士等)

全ての職種の動画作成が完了！

・既存事業への助言、提案
・採用説明会等の企画及び運営のサポート

・受験者の属性に合わせた広報戦略の提案

・ポスター等の作成及び屋外広告等への掲出

市主催イベント(説明会、現場見学会、座談会)

パブリシティ活動の充実

ポスター・キービジュアル等

（単位：人 ※（）内は倍率）

・受験者数はR４からR６で約2/3に減少（倍率も約1/2）

しており、深刻な状況

（参考）大学卒程度夏実施試験

R4:1,499人(5.0倍) → R6：995人(2.5倍)

・対策として、R6年度春からSPI方式の採用試験などを実施

https://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/61-1-0-0-0-0-0-0-0-0.html
mailto:94ninyo@city.kawasaki.jp


これまでにいただいた寄附金

225件 49,334千円 （令和7年1月7日現在）

放課後児童クラブの
児童から感謝の

メッセージ

第45回かわさき市民祭り
物産販売の様子

寄附金活用報告 （令和５・６年度）

1 避難所の市営住宅等受け入れに伴う生活備品の調達 1,820千円

２ 物資支援 971千円

 放課後児童クラブで児童が使用するスポーツ用品、遊具等 （支援先：穴水こうようくらぶ）

 高校の教室整理のための折りたたみイス用収納台車 （支援先：石川県立輪島高等学校）

3 産業復興支援 3,500千円

 「第４５回かわさき市民祭り」への被災地事業者招待

今後も被災地に寄り添いながら、市民等の皆様に「寄附して良かった」と思っていただけるよう支援を行っていきます。

川崎市では、引き続き令和６年能登半島地震で被災された皆様の支援のため、寄附金を受け付けています。

市内外の皆様からの温かい御支援を何とぞよろしくお願いいたします。

＜詳細はこちらから＞

https://www.city.kawasaki.jp/230/page/0000157299.html

＜問合せ先＞

財政局財政部資金課 電話：044-200-3592

※ 個人の方が寄附を行った場合には、個人住民税等の寄附金控除の適用を受けることができます。法人の場合は、寄附金相当額を全額損金算入できます。
※ 返礼品の提供はありません。
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10 予算編成でのさまざまな取組 『令和６年能登半島地震被災者支援等
の寄附金について』

https://www.city.kawasaki.jp/230/page/0000157299.html

